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○小田原・箱根地域を世界に誇れる地域にします。 

○小田原箱根商工会議所は、この地域の活力を高めるために 

諸活動を通じて貢献する名誉を担います。 

○小田原箱根商工会議所は、すべての活動を通して、街づくり、

人づくりに果敢に挑戦します。 

○会員と職員は、最善を尽くし、地域貢献することを喜び、誇

りとします。 

小田原箱根商工会議所の基本理念 
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会 頭 所 信 

不確実な時代にピンチをチャンスに 

私たち中小企業を取り巻くビジネス環境はますます複雑化し、かつ、その変化は予測が難しくなってき

ています。変化はピンチでもありますが、視点を変えることでチャンスにすることもできると前向きに捉

えるべきなのでしょう。  

国内では人口減少、少子化、高齢化、そして、生産労働人口減という社会構造の不可逆的な変化が続き

ます。それらが引き起こす国内市場の縮小、消費者マインドの変化、働き手不足と経営人財の採用難は事

業の維持と展開の足枷になっています。従来の視点に留まればマイナス要因です。 

また、相変わらずの円安は、エネルギー、原材料、設備投資などの事業コストを引き上げるマイナス要因

であることに間違いありません。 

一部の大企業の業況を示す指標にしか過ぎない日経平均株価が高騰する一方、様々な面で中小企業と

大企業の格差が拡大しています。 

世界を見渡せば、各国の不安定な政治状況と紛争が絶えない国際情勢はますます不確実性を増してい

ます。地球規模で広がる社会的・経済的な格差と分断、他国では価値観を異とするリーダーの出現と彼ら

による覇権争い。当たり前の枠組みだと信じてきた自由な貿易体制も揺らいでいます。 

気候危機と呼ぶべきほどに進行している気候変動と、その対策として求められる脱炭素社会実現への

取組み、２０３０年にその期限が迫った企業の行動規範としてのＳＤＧｓ、ＡＩに象徴されるデジタル技

術の進化がビジネスや組織のあり方までも変革するDX（デジタルトランスフォーメーション）、環境と経

済の一体化を促すＧＸ（グリーントランスフォーメーション）など避けて通れない大きな課題ばかりです。 
 

８０年目を「温故知新」の精神でイノベーションを 

２０２７年１０月に創立８０周年を迎える当所は、「温故知新」の精神で、先人の知恵に学び、これま

での経験を活かしつつ、されど、それらに囚われない柔軟な思考と思い切った行動、つまり「イノベーシ

ョン」を旨として、持続可能な企業と地域づくりのお役に立てるよう全力で取り組んでまいります。 
 

世代を超え、違いを超え、国境を越えて 

イノベーションという視点に立てば、ＤＥ＆Ｉ、つまり社会の多様性、包括性、公平性を尊重すること

は新たなビジネスチャンスを広げます。 

次世代を担う若者が安心してイキイキワクワク暮らせる持続可能な世の中の構築に向けて、自由な発

想と行動力に富む彼らが知恵とエネルギーを発揮できる環境づくり。ビジネスの世界には男性も女性も

ありません。女性活躍を超えて、性別に関係なく全員が活躍できる企業と社会の実現。障がいの有無に拘

わらず「お客様として」あるいは「働く仲間として」迎えるという視点に立った商いの形。それらの課題

への具体的な取組みを始めます。 

好む好まざるに拘わらず、グローバル企業だけでなく私たち地域の中小企業も世界的なサプライチェ

ーンに組み込まれ、不安定な国際情勢や気候変動の直接的な影響を受けています。幸運にも戦後８０年間

以上に亘り平和を享受し、ともすれば内向けになりがちな目線を広く世界に向けていくことも必要に思

います。「世界の中の日本、日本の中の世界」という視点での活動を広げてまいります。 
 

商工会議所の果たすべき２つの役割 

私たち地域の中小企業は、地域の暮らしの血流とも言うべき経済を下支えする存在です。ですから私たち

が元気でないと地域は元気になりませんし、同時に地域が元気でないと私たちは活動する場を得られませ
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ん。地域と私たち地域の中小企業は表裏一体の関係にあるとも言えます。商工会議所の役割の一丁目一番地

は、地域の中小企業である会員さんの商売繁盛のお手伝いです。それには２つの側面があると考えます。 
 

３２００社それぞれの商売繁盛のお手伝い（個社支援） 

まずは、個々の会員企業の経営支援です。事業者に伴走し、認識・ビジョンを共有し、課題を明確にし、

適切なツールやプログラムを提供し、打ち手の策定とその実践をお手伝いしてまいります。 

さらには、ますます複雑化する課題の解決には自助努力が基本ではありますが、業種や業態を超えた他

社や他団体との協力、協業も必要です。様々な業種、業態の会員さんから成り、様々な団体ともお付き合

いのある商工会議所の役回りはそこにもありと任じています。 
 

小田原箱根の地域資源をいかしたまちづくり（地域経済の好循環づくり） 

もうひとつは、地域の中小企業が活躍しやすい環境整備という視点でのまちづくりです。 

政府の積極的な財政出動や日銀の低金利政策により、市中に出回っているお金の総量、いわゆるマネース

トックは増え続けるのに、多くの中小企業にはその実感がありません。そして、社会全体の経済的格差は

広がるばかりです。経済の実態とはかけ離れたところで株価は上がり、一部大企業の内部留保と海外への

流出は増え続けています。つまり、資金がどこかに滞留し、必要なところに回っていないという状況が続

いています。ですから、私たち地域の中小企業が元気になるためには、そして、経済の力で地域を元気に

持続可能にしていくためには、地域に人とお金を呼び込み、人をつなぎ、地域で廻るお金を増やし、その

廻るスピードを上げる、つまり「地域経済の好循環づくり」を私たちが地域経済団体として取り組むべき

まちづくりの要諦として認識すべきだと考えます。 

その際には地域だけに閉じた内向けの視点を超え、志を共にする域内外の大企業とも協業し、彼らの資

金とノウハウを利用するしたたかさも必要だと考えます。 

まちづくりは商工会議所単体でできることは少なく、まちのステークホルダー、つまり、市民、他団体

との連携が重要です。特に行政との連携が必須です。積極的な提言活動も含め、公民連携を旨として進め

てまいります。 
 

「議論して、行動して、結果を問う」商工会議所を皆さんと共に  

職員による会員サービスの質と量を拡充するため、一昨年、全面改定した人事制度の完全運用による職員

の働きがいの向上と、継続的な業務の見直しとＡＩなどデジタルツールを活用した所内の業務改革による

働きやすさの追求により、職員が個々 の会員さんに今まで以上に寄り添った行動をとれるように図ります。 

６つの部会、女性会、青年部、４つの委員会と、必要に応じて稼働するタスクフォースを核として、行

政や他団体との連携・協力をいっそう強めながら、イノベーションを旨とし、スピード感を持って今年も

様々な活動を展開し、成果を求めてまいります。 

会員の皆さまには、積極的な当所の利活用と活動への参画を、加えて、新しいお仲間のご紹介をお願い

申し上げます。 

経済とは、モノとお金の交換とその周辺の活動だけを指すのではなく、本来、「経世済民」つまり、「世

を治め、民を救う仕組み」であります。 

持続可能な地域に責任を負うべき経済団体として「今だけ、ここだけ、自分だけ」ではなく、「今も未

来も、自社も地域も」の精神を以て、８１年目に向けて、引き続き「議論して、行動して、結果を問う」

姿勢で「知恵を集め、力を合わせ、お互いを活かし合う」、そんなつながりを大切にする小田原箱根商工

会議所を目指してまいります。 

小 田 原 箱 根 商 工 会 議 所 

会 頭  鈴 木 悌 介 
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２０２６年度（令和８年度）事業計画 

＜スローガン＞ 

 議論して、行動して、結果を問う商工会議所。小田原箱根の元気を発信します。 

＜重点施策＞ 

１．不確実な時代に対応する会員企業の個社支援 

経営の改善と改革につながるよう、当所オリジナルの支援プログラムと、国・県・市・町などの

支援策の活用を促進すべく、会員企業との 1 on 1のコミュニケーションを基本に、行政や士業等

各種団体とも連携しながら、様々な媒体を駆使した情報発信、個別相談会や専門家派遣、セミナー

開催などに取り組んでまいります。 

（１）各種法規改正への対応支援 

ア 企業経営に影響を与える税制や労働、雇用関係などに関する法規の改正や、それに伴う補

助金などの公的支援についての情報を会員企業にタイムリーに提供し、士業と連携し、説明
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会や専門家派遣を通じて対応と利活用を促してまいります。 

（２）金融支援  

ア 不確実な時代における企業経営の維持と新展開のための資金調達を、政府系金融機関や

民間金融機関などと連携して、企業に寄り添った形でご支援してまいります。

（３）補助金・助成金の活用支援 

ア 経営力強化・生産性向上に資する、国・県・市・町が設ける各種補助金などを積極的

に会員企業に活用・支援してまいります。

（４）事業承継支援 

ア 「小田原箱根事業承継マッチング事業～襷をつなぐ～」をクローズとオープンの両面で推

進し、併せて、その対象者を、案件の事由により全国に広げ、外部事業承継専門支援機関と

も連携し、マッチング機会の拡充をはかってまいります。

イ 後継者に対して事業を引き継ぐために必要な知見を学んでいただくための、リカレントス

クールを開催し、経営者としての資質向上支援に努めてまいります。

（５）創業支援 

ア 行政、金融機関、士業各位の協力の下、これまで実績を積み上げてきた創業支援の取り組

みである起業スクールを展開してまいります。

イ 創業までの支援にとどまらず、その延長線にある販路開拓や協業（企業コラボ）につなが

るビジネスマッチング支援なども行ってまいります。

（６）人財支援 

ア 中小企業が抱える人財に関する課題に対応するため、様々な副業人財マッチングの仕組み

をニーズに合わせて、会員企業に提供し支援してまいります。

イ 小田原・箱根で誇りと働きがいを持って職場や地域に貢献する若手社員を表彰することや、

外部人財マッチング機関との連携により、人財確保と更なる育成に繋げてまいります。

ウ 地域や企業の課題を解決できる人財を育成するため、外部の支援機関と連携しセミナー形

式のカリキュラムを提供することで人財育成を支援してまいります。

（７）海外展開／国際化支援 

ア 国際化支援の体制を所内に構築し、事業者の海外展開とインバウンド消費の取り込みを支

援してまいります。

（８）健康経営支援 

ア 従業員の健康増進や職場環境の改善に積極的に取り組むことは、企業イメージの向上のみ

ならず、離職リスクの低減や生産性向上につながり、人手不足を解消する一助になると考え

ます。このようなことから、会員企業の健康経営の取組みを支援してまいります。

（９）多様性・公平性・包括性（ＤＥ＆Ｉ）を取り入れた経営支援とまちづくり 

ア 国籍／人種、年齢、性別、障がいの有無に拘わらず、多様な人々を、顧客として迎え

入れる環境づくりと、働く仲間として経済活動への参画を促すことで新たなビジネスチ

ャンスを創造できるよう、行政や地域の関連団体と連携して推進してまいります。

（10）デジタル化支援 

ア 慢性的な人財不足に対応するため生産性の向上は必須であります。この課題を解決するた

め企業内のデジタル化の導入など、会員企業の熟度やニーズに応じたセミナーの開催や専門

家に加えて、常設のデジタルスクールを運営してまいります。
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２．要望・提言活動 

（１）地域の中小企業が活躍するための要望・提言活動 

ア 会員企業の意見集約を行い、要望することは商工会議所の重要な責務であります。県・市・

町等に対し、定例の要望活動を行ってまいります。 

イ 商工会議所単体では困難なまちづくりの課題解決については、公民連携で進めていくこと

が必要であることから、首長・国会議員・地方議員等と定期的な懇談会において意見交換を

行ってまいります。また、必要に応じ、時宜を得た要望・提言活動等も積極的に行ってまい

ります。 

 

３．危機管理 

（１）個社支援 

ア 会員企業が頻発する大規模災害に備え、発災時に円滑に事業が継続できるよう、個社によ

るＢＣＰ・事業継続力強化計画の策定支援、策定に関する支援ツールの周知強化をしてまい

ります。 

（２）地域内連携促進 

ア 小田原市、小田原市自治会総連合と商工会議所の間で２０２１年に締結した「防災に関す

る包括連携協定」に基づき、個別の自治会あるいは自治会連合とその範囲に位置している会

員企業との防災協定締結を推進し、地域防災体制の強化に努めてまいります。 

イ 年間２，０００万人の観光客が訪れる国際観光地箱根と、８００万人の観光客が訪れる小

田原を管轄する商工会議所として、国内観光客のみならずインバウンドも安心して観光を楽

しむことができるよう、行政・観光関連団体等と連携をとり防災体制構築の準備をしてまい

ります。 

（３）広域連携促進 

ア 日光商工会議所、掛川商工会議所と連携し広域間交流による防災体制の整備を促進してま

いります。 

 

４．脱炭素社会における経済と環境の好循環づくり 

（１）気候変動の理解と緩和と対応の実践促進の支援  

ア 地域のステークホルダー挙げての「小田原・箱根気候変動ワンチーム宣言」を実践に結び

付けるため、各会員企業が取り組める具体的アクションを表彰し、気候変動への取り組みを

啓発する「気候変動アワード」を継続開催いたします。 

イ 会員全員が取り組めかつメッセージ性が強い事業(シンボリックアクション)を提唱し、そ

の実施に努めてまいります。 

（２）省エネと再生可能エネルギーの地産地消の推進  

ア 域外に流出するエネルギー支出の削減による地域内経済循環の促進と脱炭素社会実現への

取り組みを、ＥＣＨＯ（小田原箱根エネルギーコンソシアム）タスクフォースを通じて、   

①省エネの促進（省エネ診断の実施と補助金申請支援） ②地域エネルギー計画策定への協

力 ③小田原市脱炭素先行地域事業への協力 ④会員向けの啓発 の４本柱で進めます。併

せて、「エネルギー等公民連携会議」を通じて行政との連携・協力を図ってまいります。 
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５．当地の優位性を活かした観光振興 

（１）不確実性の高まりを機会と捉える新たな観光への対応 

ア 旅行形態は団体から個人、数から質へ、客単価向上、商品・サービスの質の向上と高付加

価値の提供、インバウンド観光客の増加など大きな変化が見られます。観光客のニーズの変

化や、それに対応した観光施策などを小田原市観光協会、箱根町観光協会、かながわ西コン

ベンションビューローと連携して研究を進めてまいります。 

イ 首都圏に位置しているという好立地や自然環境、地場産業、伝統文化といった豊富な地域

資源を有しているなどの優位性を活かし、多種多様ななりわいを知っていただく機会として、

「小田原箱根商工会議所大博覧会」を開催し、広域にＰＲし、県内外からの来訪者の増加を

はかり、「なりわい体験」を産業観光へと育んでまいります。 

ウ ２０２７年に横浜市で開催される国際園芸博覧会(GREEN×EXPO)は国内外から１５００万

人の来場者が見込まれます。この好機に、豊かな自然を有する当地域への誘客を図り、観光

振興につなげてまいります。 

 

６．人とお金を呼び込むまちづくりへの参画 

地域活性化には、地域内で経済を循環させ、かつ外需を取り込むことが不可欠です。目まぐるし

く変化するこの時代には、新たな発想が必要であり、若者や女性の知恵とエネルギーを借りながら

事業を推進してまいります。 

（１）食をテーマにしたまちづくり「健やかな食のまち小田原」への協力 

ア 行政が推進する「健やかな食のまち小田原」への協力を通じ、地域の食に携わるステーク

ホルダーが相互に力を合わせ、レベルアップを図るための支援を研究いたします。また、食

に関するスタートアップ支援として、新規創業者が開業前に試験的に店舗運営等を学べる場

の創出を研究してまいります。 

（２）海をテーマにしたまちづくりの提案 

ア 相模湾沿岸の商工会議所・商工会で構成する相模湾経済活性化会議で得た知見を基に、目

の前に広がる相模湾を最大限に活かし、地域経済活性化に繋げるため策定した提言書を行政

へ提出するとともに、地域への周知も行ってまいります。 

イ 当地域の海を活かしたまちづくりにおける重要地区である早川エリア周辺および御幸の

浜・かまぼこ通り周辺の活性化について、小田原市が策定したエリアブランディング構想に

基づき活性化策を研究してまいります。 

（３）スポーツをテーマにしたまちづくりの提案と協力 

ア スポーツによるまちづくりを実現するため、様々なトライアル事業を地域の関連団体等

と連携して実践してまいります。 

イ 地域のスポーツ関係団体と観光関係団体、行政と連携し、単なるスポーツ振興を超えた地

域活性化のためのプラットフォーム（「（仮称）スポーツコミッション」）構築に向けて協力し

てまいります。 

（４）地域経済好循環条例の推進 

ア 地域が一体となって地域経済及び市民生活の向上に寄与し、地域経済の好循環を図ること

を目的として議会提案により制定された「小田原市地域経済好循環推進条例」の理念が実践

されるべく、同条例の周知に努めてまいります。 
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７．当地ならではのものづくりの振興 

（１）伝統産業・地場産業への支援 

ア 小田原・箱根の伝統産業・地場産業の特性を活かし、新たな商品開発に取り組むための支

援として、事業者のマッチングや専門家派遣など各種支援策を活用してサポートいたします。

また、豊富な地域資源に囲まれている当地ならではの、第一次産業（農水林）との連携も模

索してまいります。 

イ ２０２６年１１月に国内最大級の工芸イベント「伝統的工芸品月間国民会議全国大会」

（KOUGEI EXPO）が神奈川県にて開催され、当地域でも式典等やプレイベントとして位置付け

られている「木・技・匠の祭典」が行われます。この機会に、当地域の木工業を広くアピー

ルしてまいります。 

 

８．組織の拡充・活性化と認知度向上・発信力強化 

（１）温故知新の精神にイノベーションを付加した８０周年記念事業の実施 

ア ８０年で培った知恵・経験を活かしつつ、かつ新たな時代に対応するイノベーションを意

識した８０周年記念事業を実施いたします。 

（２）会員サービスの向上による会員拡大  

ア 会員企業の入会促進と退会防止には、会員企業のメリット並びに課題解決に繋げるための

サービス構築が必須であります。課題を洗い出し、必要な会員サービスの提供を模索してま

いります。 

（３）新しい働き方の実践と業務改革の推進 

ア ＡＩ・デジタルの活用、業務の断捨離、フローの見直し、ペーパーレス化など、引き続き、

業務効率化に努めてまいります。その上で職員がより一層、会員企業に寄り添った対応や、

きめ細やかなサービスを提供できるようにしてまいります。 

イ 職員のあるべき姿を目指し意欲の向上を図っていくため、刷新した人事制度を完全運用し

働きやすさを実現してまいります。 

（４）会員拡大につなげる広報の強化 

ア 商工会議所とその活動の認知向上のため、自他の様々な媒体を活用し、対外的な広報活動

を強化し、会員拡大につなげてまいります。 

イ デジタル技術とツールを活用して、必要な施策を展開できるよう会員企業のニーズを把握

し、個々の会員企業へ必要な情報を提供する効果的な広報活動ができる体制を確立してまい

ります。 

（５）活動の活性化と会員企業の参画促進 

ア 議員総会、常議員会、正副会頭会議、部会をはじめとする会議の活性化や、委員会、

タスクフォースの活動、小田原箱根商工会議所大博覧会などの事業を通じて、会員企業

の意見を取り入れ、議論が沸き立つ環境を整備しつつ、会員企業が積極的に参画する組

織構造と運営を目指してまいります。 
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＜活動計画＞ 

１．不確実な時代に対応する会員企業の個社支援 

（１）各種法規改正への対応支援 

ア 税制改正に伴う周知と準備、対応への支援 

イ 労務関係法規、各種制度の普及活動の推進 

ウ 上記推進のための士業との連携 

（２）金融支援 

ア 会員企業の状況に応じた資金調達支援（政府系金融機関、民間金融機関、信用保証協会等との連携） 

（３）補助金・助成金の活用支援 

ア 国・県・市・町等が設ける補助金・助成金の申請支援 

（４）事業承継支援 

ア 「小田原箱根事業承継マッチング事業～襷をつなぐ～」の推進並びに外部事業承継専門  

支援機関等との連携によるマッチング機会の拡充 

イ 後継者育成のための「小田原箱根リカレントスクール」の実施 

（５）創業支援 

ア 「創業するなら小田原箱根！」のＰＲと起業スクール等の開催による基礎から実践までの

一貫した支援 

イ 創業間もない方の販路開拓や協業（企業コラボ）につながるビジネスマッチング支援 

（６）人財支援 

ア 副業人財の活用支援 

イ 「地域でがんばる若手顕彰事業」の実施 

ウ 外部人財マッチングプラットフォームとの連携 

エ 事業構想大学院大学・湘南ベルマーレフットサルクラブとの連携プログラムの実施 

オ 地域の新入社員を対象とする合同入社式及び同期会の開催 

カ 合同企業説明会など雇用マッチングに関する行政、関係機関・団体との連携（ハローワー

ク小田原雇用連絡協議会等） 

キ 日商検定試験の実施 

ク 珠算競技大会の実施 

ケ セミナー開催 

（ア）新入社員向けマナーセミナー、安全衛生教育セミナー等の開催 

（イ）若手社員向けビジネススキルアップ研修 

（７）海外展開／国際化支援 

  ア 国際化支援体制の構築 

イ 会員企業の海外展開等支援 

（８）健康経営支援 

  ア 会員企業の健康経営推進支援 

イ 法定健診の実施 

（９）多様性・公平性・包括性を取り入れた経営支援とまちづくり 

  ア 多様性・公平性・包括性（ＤＥ＆Ｉ）を取り入れた新たなビジネスチャンスの創出 

（10）デジタル化支援 
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ア デジタル化に対応する人財育成のための「小田原箱根パソコンスクール」の利用推進 

イ ＤＸ推進を啓発・支援するための基礎的なデジタル関連セミナーの開催 

（11）経営改善（目標：巡回・窓口相談 ３，０００件） 

ア 中小企業経営力支援強化法、改正小規模事業者支援法に基づく認定機関としての支援 

イ 巡回指導等による会員企業への積極的支援 

ウ ビジネス総合保険制度、情報漏えい賠償責任保険、休業補償プラン、業務災害補償プランの普及と促進 

エ 労働保険、小規模企業共済、経営セーフティ共済等の加入促進 

オ 専門相談員等（法律・意匠特許等）の利用促進の強化 

 

２．要望・提言活動 

（１）地域の中小企業が活躍するための要望・提言活動 

ア 会員企業の意見集約による、定例要望活動の展開 

イ 首長・国会議員・地方議員との懇談会の実施による意見交換と時宜を得た要望・提言活動の実施 

 

３．危機管理 

（１）個社支援 

ア 会員企業のＢＣＰ・事業継続力強化計画作成支援 

（２）地域内連携促進 

ア 小田原市・小田原市自治会総連合・当所との「防災に関する包括連携協定」に基づく、個

別の自治会あるいは自治会連合と、会員企業との個別協定の拡充推進 

イ 国際観光地箱根・小田原としての防災体制構築の研究 

（３）広域連携促進 

ア 日光商工会議所・掛川商工会議所との広域連携による防災体制の整備 

 

４．脱炭素社会における経済と環境の好循環づくり 

（１）ＳＤＧｓの理解と実践促進の支援 

ア 会員企業が取り組める具体的なアクションの指針となる「小田原箱根気候変動アワード」

の実施（目標：応募件数２０件） 

イ 会員企業が取り組めるシンボリックアクションの実施 

（２）省エネと再生可能エネルギーの地産地消の推進 

ア 省エネの促進（省エネ診断の実施、補助金申請支援） 

イ 地域エネルギー計画策定への協力 

ウ 小田原市脱炭素先行地域事業への協力 

エ 会員向けの啓発 

 

５．当地の優位性を活かした観光振興 

（１）不確実性の高まりを機会と捉える新たな観光への対応 

ア 旅行形態や観光ニーズの変化に対応するための観光施策の研究 
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イ 行政・観光関連団体との連携強化 

ウ 当地の優位性を活かした産業観光育成のための「小田原箱根商工会議所大博覧会」の実施 

エ 箱根ジオパーク協議会への協力 

オ 国際園芸博覧会（GREEN×EXPO）開催による観光振興策の研究 

 

６．人とお金を呼び込むまちづくりへの参画 

（１）食をテーマにしたまちづくり「健やかな食のまち小田原」の提案と協力 

ア 公民連携により計画する「健やかな食のまち小田原」への協力及び箱根地域との連携 

イ 食に携わるステークホルダーの連携によるレベルアップの研究 

ウ 食に関するスタートアップ支援の研究 

（２）海をテーマにしたまちづくりの提案 

ア 相模湾を活かした地域経済活性化の提言と周知活動 

イ 早川エリア周辺および御幸の浜・かまぼこ通り周辺の活性化の研究 

（３）スポーツをテーマにしたまちづくりの提案と協力 

ア スポーツによるまちづくり実現のための、関連団体との連携によるトライアル事業の実施 

イ スポーツ振興を超えた地域活性化のためのプラットフォーム「（仮称）スポーツコミッショ

ン」構築への協力 

（４）地域経済好循環推進条例の推進 

ア 「小田原市地域経済好循環推進条例」の周知および推進 

 

７．当地ならではのものづくりの振興 

（１）地域産業の技術革新・ビジネスマッチング等推進 

ア 展示会への出展支援や地域資源の活用によるものづくりのマッチング機会創出 

イ 伝統的工芸品月間国民会議全国大会（KOUGEI EXPO）開催を契機とした木工業のＰＲ 

 

８．組織の拡充・活性化と認知度向上・発信力強化 

（１）温故知新の精神にイノベーションを付加した８０周年記念事業の実施 

  ア 新たな時代につなぐための８０周年記念事業の実施 

（２）会員サービスの向上による会員拡大 

ア 会員満足度調査を活用した会員メリット・課題の洗い出しによる会員増強策と退会防止策、

会員サービスの普及と検討 

（３）新しい働き方の実践と業務改革の推進 

ア 事務局の新しい働き方による業務改革と副業人財の活用による事業推進 

イ 刷新した人事制度による職員の育成、意識の向上 

（４）会員拡大につなげる広報の強化 

ア 会頭メッセージの積極的な発信 

イ 「商工小田原箱根」の発行、メールマガジンの配信、ホームページ、ＳＮＳ、プレスリリ

ースなどによる情報発信 

ウ 発信した情報の記録と閲覧の整備 
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エ 会員企業のニーズ把握による効果的な広報の検討 

（５）活動の活性化と会員企業の参画促進 

ア 議員総会、常議員会、正副会頭会議、部会、委員会、タスクフォース等の活動の促進 

イ 会員大会、会員表彰式の実施 

ウ 議員例会の開催 

エ 青年部、女性会活動への支援 
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＜箱根支部事業＞ 

１．箱根支部の特性を活かした事業 

（１）箱根の観光資源発掘と活用 

（２）観光客誘客の推進 

（３）箱根ＤＭＯ等関係団体との連携 

（４）インバウンド観光客への対応の強化 

（５）各地域の実情に応じた活性化策等勉強会の開催 

２．経営支援等一般事業 

（１）気候変動対策と脱炭素への取り組みの啓発  

（２）支援施策、補助金情報などの情報発信並びに活用支援  

（３）箱根町創業支援等事業計画への協力  

（４）箱根ジオパーク認定特産品の販路開拓  

（５）各種セミナーの開催 

 

 

 

＜部会事業＞ 

１．商業部会 

（１）一般事業 

ア 地域商業活動活性化の推進 

（ア）行政の施策を活用した商業活性化の推進 

（イ）魅力あるまちづくりへの提言 

ａ．持続可能なまちづくりの研究 

ｂ．コンパクトシティの推進と沿線駅生活圏の充実に関する提案 

（ウ）大型店・チェーン店出店及び退店対策 

（エ）小田原市商店街連合会事業への協力 

イ 中心市街地及び少年院跡地活性化事業への参加・協力 

ウ 定住・交流人口増加策の検討 

エ 商店会巡回指導の実施と商店の経営改善・事業承継への協力 

オ 小田原市主要商店街流動客調査の実施 

カ 懇談・意見交換 

（ア）行政との意見交換 

（イ）商業振興策に関する役員議員の意見集約 

（ウ）商業関連団体との懇談会 

キ 県・市優良産業人及び優良小売店舗の表彰推薦 

ク 地域経済活性化の経営理念である「小田原市地域経済振興戦略ビジョン」と、地域でお金

を廻す取り組みの指針としての「小田原市地域経済好循環推進条例」の普及推進 
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ケ 気候変動対策と脱炭素への取り組みの啓発 

コ その他商業に関する一切の事業 

（２）事業活動強化のための２委員会の運営 

ア 会員委員会 

（ア）定時総会の開催 

（イ）新入会員事業ＰＲの実施 

（ウ) 部会員新年懇親会の開催 

（エ）会員企業の意見の吸収と反映 

（オ）会員親睦事業の開催 

（カ）商店の経営改善への協力 

イ 事業委員会 

（ア）商業振興に関する講演会等の開催 

（イ）小田原箱根商工会議所大博覧会への参画 

（ウ）先進地視察研修会の実施 

（エ）商業振興に関する各種取組に対する支援 

 

２．工業ものづくり部会 

（１）一般事業 

ア 地域経済活性化の経営理念である「小田原市地域経済振興戦略ビジョン」と、地域でお金

を廻す取り組みの指針としての「小田原市地域経済好循環推進条例」の普及推進 

イ 気候変動対策と脱炭素への取り組みの啓発 

ウ 小田原箱根商工会議所大博覧会への参画 

エ その他工業ものづくりに関する一切の事業 

（２）事業活動強化のための５つの事業の運営 

ア 総務事業 

（ア）総会・部会全体会議の開催 

（イ）県・市優良産業人他の表彰の推薦 

（ウ）その他工業ものづくりに関する一切の事業 

イ 教育事業 

（ア）経営者・従業員の教育に関する事業の推進 

（イ）管外企業合同視察の実施 

（ウ）工業施策の検討 

（エ）関係機関への提言活動の強化 

ウ 親睦事業 

（ア）部会間交流を深めるため合同忘年会の開催 

（イ）会員相互の交流支援 

エ 会員開発事業 

（ア）会員企業増加の推進（新入会員事業ＰＲの実施） 

（イ）新入会員紹介の機会提供 

（ウ）販路開拓支援の展開 

オ 工芸事業 
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（ア）地場産業・伝統工芸を生かした販路拡大活動の展開 

（イ）工芸技術所及び伝統工芸の活動周知 

 

３．観光飲食部会 

（１）一般事業 

ア 関係機関への提言･要望活動 

イ 小田原･箱根の観光資源発掘 

ウ 旅行形態や観光ニーズの変化に対応するための観光施策の研究地  

エ 地域経済活性化の経営理念である「小田原市地域経済振興戦略ビジョン」と、地域でお金

を廻す取り組みの指針としての「小田原市地域経済好循環推進条例」の普及推進 

オ 気候変動対策と脱炭素への取り組みの啓発 

カ 小田原箱根商工会議所大博覧会への参画 

キ 小田原市が提唱する「健やかな食のまち小田原」への協力 

ク 視察研修会の開催 

ケ 新入会員事業ＰＲの実施 

コ 県･市優良産業人表彰の推薦 

サ その他観光飲食に関する一切の事業 

（２）経営強化事業 

ア 原材料高騰等に対する情報提供並びに支援の強化 

イ 部会員個別経営相談の強化 

ウ 観光地域の商店街の支援 

エ 小規模等改善資金融資制度の利用促進 

オ 専門家派遣の推進 

 

４．建設・不動産部会 

（１）一般事業 

ア 地域経済活性化の経営理念である「小田原市地域経済振興戦略ビジョン」と、地域でお金

を廻す取り組みの指針としての「小田原市地域経済好循環推進条例」の普及推進 

イ 気候変動対策と脱炭素への取り組みの啓発 

ウ 小田原箱根商工会議所大博覧会への参画 

エ 行政と連携したＰＦＩ・ＰＰＰ事業についての勉強会の継続 

オ 伊豆湘南道路建設促進期成同盟会への参画 

カ その他建設・不動産関連に関する一切の事業 

（２）事業活動強化のための４つの事業の運営 

ア 運営事業 

（ア）会員増強の推進 

（イ）定時総会の開催 

（ウ）新入会員事業ＰＲの実施 

（エ）県・市優良産業人表彰の推薦 
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イ 都市対策事業 

（ア）都市計画・建設政策に関する勉強会、行政との意見交換会の開催 

（イ）都市計画・建設政策に関する提言・要望活動 

（ウ）部会員の振興に資する提言・要望活動 

ウ 企画推進事業 

（ア）建設・不動産に関するセミナー・勉強会の開催 

（イ）他部会と連携した視察会等の企画及び開催 

エ 親睦事業 

（ア）部会員親睦ゴルフ大会の開催 

（イ）他部会と連携した親睦事業の実施 

 

５．金融・専門サービス部会 

（１）一般事業 

ア 新入部会員事業ＰＲの推進 

イ 小田原箱根商工会議所大博覧会への参画 

ウ 県・市優良産業人表彰の推薦 

エ 気候変動対策と脱炭素への取り組みの啓発 

オ 地域経済活性化の経営理念である「小田原市地域経済振興戦略ビジョン」と、地域でお金

を廻す取組の指針である「小田原市地域経済好循環推進条例」の普及推進 

カ その他金融・専門サービスに関する一切の事業 

（２）部会運営事業 

ア 講演会・セミナー等の開催 

イ 東京地方税理士会小田原支部との連携 

ウ 各種士業との連携 

エ 専門家活用による中小企業支援強化 

オ 親睦事業の開催 

カ 総会・役員会の実施 

 

６．交通運輸部会 

（１）一般事業 

ア 新入部会員事業ＰＲの実施 

イ 小田原箱根商工会議所大博覧会への参画 

ウ 県・市優良産業人表彰の推薦 

エ 気候変動対策と脱炭素への取り組みの啓発 

オ 地域経済活性化の経営理念である「小田原市地域経済振興戦略ビジョン」と、地域でお金

を廻す取組の指針である「小田原市地域経済好循環推進条例」の普及推進 

カ その他交通運輸に関する一切の事業 

（２）部会振興事業 

ア 行政への要望内容の検討 

イ 部会主催による会員向け講演会の開催 
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ウ 自衛隊及び自衛隊関係団体との協力 

（３）交通対策事業 

ア 交通安全の啓発に関する講演会の開催 

イ 行政機関との意見交換会の開催 

ウ 交通事業者向け各種研究会の開催 

（４）親睦事業 

ア 視察研修会の開催 

イ 新年懇談会、ゴルフ大会の開催 

 

 

 

＜委員会事業＞ 

１．会員増強委員会 

（１）委員会方針 

商工会議所事業の認知度向上をはかり、新規入会増加と既存会員企業の満足度向上による、組

織基盤強化のための、会員サービスの更なる向上・活用・研究を検討する委員会として設置す

る。 

２．防災委員会 

（１）委員会方針 

行政・自治会との連携（三者協定）を引き続き強化していくとともに、平時からの会員企業同

士や地域との連携をはかり、会員企業のＢＣＰ策定普及をはかる委員会として設置する。 

３．地域経済循環委員会 

（１）委員会方針 

地域経済振興のための、地域経済を好循環させることは商工会議所の使命であり、地域資源を

最大限に活かし、さまざまな角度から検証していく必要がある。（事業連携、観光振興、まちづ

くり、地域通貨など）幾多の課題に対して検討する委員会として設置する。 

４．人財開発・雇用委員会 

（１）委員会方針 

日本国内においては、少子高齢化が進み、労働人口の減少に伴い、「働き方 

の多様性」が進められています。副業・兼業の活用などもその一例です。人手 

不足の解消や生産性の向上など、さまざまな人財に関する課題を検討する委 

員会として設置する。 
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＜青年部・女性会＞ 

１．青年部 

（１）目的 

青年経営者の人格教養と経営能力の向上並びに相互啓発、親睦を図り、あわせて管内商工業の

振興と商工会議所事業活動に寄与する。 

２．女性会 

（１）目的 

会員相互の親睦と連携を密にして、女性経営者の啓発向上と商工業の振興を図り、併せて社会

福祉の増進に寄与する。 

 

 

 

＜タスクフォース＞ 

（令和８年４月１日現在） 

１．気候変動タスクフォース 

２．スポーツによるまちづくりタスクフォース 

３．ＥＣＨＯタスクフォース 

４．ゴルフフェスティバルタスクフォース 

５．ＤＥ＆Ｉタスクフォース 

 



 

 

 

 

 

 

 

２０２６年度（令和８年度） 

 

収  支  予  算  書 
 

  

 

 

  



（単位＝円 以下同じ）

本年度予算 前年度予算 比較増減（△）

1 一　　般　　会　　計 239,119,000 251,627,000 △ 12,508,000

2 特　　別　　会　　計 644,841,600 873,134,000 △ 228,292,400

1 会 館 管 理 42,524,000 41,374,000 1,150,000

2 共 済 事 業 40,245,000 35,935,000 4,310,000

3 特定退職金共済事業 284,038,600 286,600,000 △ 2,561,400

4 運 営 資 金 積 立 金 142,280,000 151,570,000 △ 9,290,000

5 退 職 給 与 資 金 26,539,000 20,304,000 6,235,000

6 会 館 建 設 資 金 109,215,000 337,351,000 △ 228,136,000

883,960,600 1,124,761,000 △ 240,800,400

46,321,000 30,253,000 16,068,000

837,639,600 1,094,508,000 △ 256,868,400

令和８年度 収支予算書総括表

会 計 名

合 計 （ １ ＋ ２ ）

会 計 間 の 振 替 額

差 引 予 算 額 純 計
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（単位＝円 以下同じ）

1 76,548,000 76,488,000 60,000

1 73,288,000 73,228,000 60,000 4,000円×18,322口

2 3,260,000 3,260,000 0 役員特別会費

2 2,794,000 2,850,000 △ 56,000

1 2,794,000 2,850,000 △ 56,000
特定商工業者負担金
1,500円×１,863事業所

3 0 3,840,000 △ 3,840,000

1 0 3,840,000 △ 3,840,000

4 46,971,000 44,571,000 2,400,000

1 1,600,000 1,600,000 0 珠算・簿記検定

2 700,000 700,000 0 事務機器使用料他

3 13,500,000 13,500,000 0 パソコン教室受講料

4 14,771,000 14,771,000 0

5 16,400,000 14,000,000 2,400,000
従業員健康診断､会報広告料､
事業参加費他、80周年記念事業

5 91,149,000 107,227,400 △ 16,078,400

1 67,120,000 72,147,000 △ 5,027,000 神奈川県

2 15,420,000 15,420,000 0 小田原市

3 1,641,000 1,641,000 0 箱根町

4 6,678,000 6,759,400 △ 81,400 神奈川県商工会議所連合会

5 0 9,470,000 △ 9,470,000
ジオパーク協議会、
事業環境、制度改正

6 290,000 290,000 0 流動客調査負担金

7 0 1,500,000 △ 1,500,000 省ｴﾈお助け隊

6 657,000 650,600 6,400

1 657,000 650,600 6,400 原産地証明書発行手数料他

7 21,000,000 16,000,000 5,000,000

1 21,000,000 16,000,000 5,000,000 令和７年度より

239,119,000 251,627,000 △ 12,508,000

負 担 金

そ の 他 補 助 金

雑 収 入

雑 収 入

繰 越 金

繰 越 金

合 計

委 託 金

負 担 金

事 業 収 入

検 定 事 業 収 入

使 用 料 手 数 料

その 他の 事業 収入

交 付 金

県 補 助 金

市 補 助 金

町 補 助 金

県 連 補 助 金

受 講 料 収 入

青 年 部 収 入

議 員 選 挙
負 担 金

令和８年度 一般会計収支予算書

収入の部

勘 定 科 目
本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△） 備 考

款 項 目

会 費

会 費

特 別 会 費

負 担 金

負 担 金
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1 180,603,000 186,587,000 △ 5,984,000

1 89,851,000 95,521,000 △ 5,670,000

1 6,400,000 0 0 創立８０周年記念事業

2 0 2,000,000 △ 2,000,000

3 31,000,000 41,070,000 △ 10,070,000
会員大会､会員表彰式､産業まつり､
まちづくり、地域振興対策他

4 8,000,000 8,000,000 0 会報発行他

5 600,000 600,000 0 珠算･簿記検定他

6 6,080,000 6,080,000 0 6部会事業費

7 3,400,000 3,400,000 0 議員総会･例会､石垣購読料他

8 7,100,000 7,100,000 0 従業員健康診断他

9 12,500,000 12,500,000 0 パソコン教室運営費

10 14,771,000 14,771,000 0

2 5,589,000 4,517,000 1,072,000

1 1,800,000 800,000 1,000,000
管理費､印刷費､通信費､
車輌1台維持費他、特商調査費

2 2,880,000 2,880,000 0 職員1名

3 220,000 276,000 △ 56,000 通勤費他

4 689,000 561,000 128,000 法定・一般福利厚生費

3 83,663,000 85,049,000 △ 1,386,000

1 11,898,000 11,898,000 0
景気対策､講習会､金融指導､
創業事業､専門家相談他

2 35,634,000 35,699,000 △ 65,000 職員11名

3 10,511,000 10,770,000 △ 259,000 調整・通勤費他

4 15,780,000 16,310,000 △ 530,000 年2回

5 9,840,000 10,372,000 △ 532,000 法定・一般福利厚生費

4 1,500,000 1,500,000 0
正副会頭会議､常議員会､
委員会､タスクフォース他

2 31,537,000 30,457,000 1,080,000

1 14,323,000 12,567,000 1,756,000

1 11,010,000 10,322,000 688,000 役員1名､職員１名、パート1名

2 1,336,000 1,068,000 268,000 調整・通勤費他

3 1,977,000 1,177,000 800,000 年2回賞 与

諸 手 当

経 営 支 援 事 業 費

指 導 事 業 費

俸 給

諸 手 当

賞 与

福 利 厚 生 費

会 議 費

管 理 費

給 与

俸 給

本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△）

福 利 厚 生 費

備 考
款 項 目

事 業 費

一 般 事 業 費

議 員 活 動 費

会 員 福 祉
振 興 事 業 費

法 定 台 帳 作 成
管 理 運 用 費

管 理 運 用 費

俸 給

諸 手 当

選 挙 事 務 費

商 工 振 興 費

調 査 広 報 費

検 定 事 業 費

部 会 事 業 費

パ ソ コ ン 教 室
運 営 費

青 年 部 事 業 費

周 年 事 業 費

支出の部

勘 定 科 目
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2 964,000 840,000 124,000 法定・一般福利厚生費

3 500,000 500,000 0 役職員出張旅費

4 9,800,000 10,800,000 △ 1,000,000

1 1,400,000 1,400,000 0 電話､FAX､郵送料他

2 300,000 300,000 0 事務機器代

3 300,000 300,000 0

4 800,000 800,000 0 事務消耗品代

5 1,400,000 1,400,000 0 印刷費

6 400,000 400,000 0 １台維持費、保険料他

7 2,500,000 3,500,000 △ 1,000,000 処理料､保守料他

8 200,000 200,000 0 パソコン他再リース料

9 1,000,000 1,000,000 0 副業人材活用事業

10 1,500,000 1,500,000 0 税務顧問料、支払手数料他

5 1,500,000 1,300,000 200,000

1 700,000 700,000 0 慶弔費他

2 800,000 600,000 200,000 役員・議員慶弔費他

6 4,450,000 4,450,000 0

1 650,000 650,000 0 消費税他

2 3,800,000 3,800,000 0 日商､県連､関商連

3 14,864,000 29,793,000 △ 14,929,000

1 11,600,000 26,500,000 △ 14,900,000

2 3,264,000 3,293,000 △ 29,000

4 2,615,000 2,790,000 △ 175,000

1 2,615,000 2,790,000 △ 175,000 車両、パソコン他リース料

5 2,000,000 2,000,000 0

1 2,000,000 2,000,000 0

239,119,000 251,627,000 △ 12,508,000合 計

リ ー ス 債 務
返 済 支 出

リース債務返済支出

退職給与会計繰出金

電 算 機 事 務 費

賃 借 料

事 務 諸 費

渉 外 費

一 般 渉 外 費

役 員 渉 外 費

委 託 料

公 課 分 担 金

公 課

分 担 金

繰 出 金

運営資金会計繰出金

修 繕 費

消 耗 品 費

福 利 厚 生 費

旅 費 交 通 費

予 備 費

予 備 費

印 刷 費

車 輌 維 持 費

比較増減(△） 備 考
款 項 目

事 務 費

通 信 運 搬 費

本年度 予算 前年度 予算

什 器 備 品 費

勘 定 科 目
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（単位＝円 以下同じ）

1 29,454,000 29,154,000 300,000

1 24,154,000 24,154,000 0 入居6団体

2 1,000,000 1,000,000 0 会議室使用料

3 4,300,000 4,000,000 300,000
入居団体より電気使用料､
携帯電話基地局設置料

2 4,941,000 4,941,000 0

1 4,941,000 4,941,000 0 入居団体より

3 348,520 348,520 0

1 348,520 348,520 0 自販機手数料､駐車場管理費他

4 7,780,480 6,930,480 850,000

1 7,780,480 6,930,480 850,000 令和７年度より

42,524,000 41,374,000 1,150,000

1 15,616,000 16,220,000 △ 604,000

1 2,200,000 2,200,000 0 会館整備保守

2 660,000 660,000 0 警備委託料

3 500,000 500,000 0 火災共済､施設賠償責任保険

4 4,796,000 5,400,000 △ 604,000 電気､水道

5 5,680,000 5,680,000 0 貸室・会議室等清掃他

6 700,000 700,000 0 館内設備修繕

7 1,080,000 1,080,000 0 来館者用駐車場使用料

本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△） 備 考

保 守 料

委 託 費

保 険 料

水 道 光 熱 費

清 掃 料

修 繕 費

使 用 料

款 項 目

維 持 費

雑 収 入

繰 越 金

繰 越 金

合 計

支出の部

勘 定 科 目

そ の 他 付 帯 収 入

雑 収 入

令和８年度 会館管理特別会計収支予算書

収入の部

勘 定 科 目
本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△） 備 考

款 項 目

貸 室 収 入

貸 室 使 用 料

会 議 室 使 用 料

共 益 費 収 入

共 益 費 収 入

　22



2 16,111,000 17,344,000 △ 1,233,000

1 7,145,000 5,592,000 1,553,000 職員1名､パート2名

2 1,293,000 1,390,000 △ 97,000 調整・通勤費他

3 1,442,000 1,510,000 △ 68,000 年2回

4 1,531,000 1,607,000 △ 76,000 法定・一般福利厚生費

5 300,000 300,000 0 電話料､郵送料､貸室Wi-Fi回線料

6 500,000 500,000 0 事務機器､貸室備品代

7 500,000 500,000 0 貸室用消耗品､トイレ用品他

8 3,100,000 5,670,000 △ 2,570,000 消費税､法人税､固定資産税

9 300,000 275,000 25,000 振込手数料他

3 277,000 290,000 △ 13,000

1 277,000 290,000 △ 13,000

4 239,520 239,520 0

1 239,520 239,520 0 パソコン他リース料

5 5,000,000 2,000,000 3,000,000

1 5,000,000 2,000,000 3,000,000 修繕積立金

6 5,280,480 5,280,480 0

1 5,280,480 5,280,480 0 令和９年度へ

42,524,000 41,374,000 1,150,000

本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△） 備 考

合 計

通 信 運 搬 費

什 器 備 品 費

消 耗 品 費

公 課 分 担 金

事 務 諸 費

繰 出 金

退職給与会計繰出金

繰 越 金

繰 越 金

積立預金支出

修繕積立預金支出

リ ー ス 債 務
返 済 支 出

管 理 費

給 与

諸 手 当

賞 与

福 利 厚 生 費

勘 定 科 目

款 項 目

リース債務返済支出
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（単位＝円 以下同じ）

1 25,635,000 25,425,000 210,000

1 1,275,000 1,275,000 0

1 1,200,000 1,200,000 0 40事業所154名

2 75,000 75,000 0

2 1,610,000 1,800,000 △ 190,000 神奈川県民共済協同組合

3 600,000 600,000 0 福祉共済協同組合

4 5,800,000 6,000,000 △ 200,000 アクサ生命保険

5 10,000,000 9,500,000 500,000 業務災害補償､ビジネス総合他

6 700,000 750,000 △ 50,000 192件

7 3,000,000 2,850,000 150,000 172事業所

8 2,650,000 2,650,000 0
容器包装リサイクル､県民共済雑収
他

2 2,100,000 2,100,000 0

1 2,100,000 2,100,000 0 労働保険事務組合

3 10,000 10,000 0

1 10,000 10,000 0 預金利息他

4 12,500,000 0 12,500,000

1 12,500,000 0 12,500,000

5 0 8,400,000 △ 8,400,000

1 0 8,400,000 △ 8,400,000 令和７年度より

40,245,000 35,935,000 4,310,000

福 祉 共 済

雑 収 入

報 奨 金

繰 越 金

県 民 共 済

火 災 共 済

企 業 ・ 個 人 保 険

交 付 金

令和８年度 共済事業特別会計収支予算書

備 考

繰 越 金

収入の部

比較増減(△）

取 扱 手 数 料

前年度 予算

日 商 保 険 制 度

本年度 予算

雑 収 入

勘 定 科 目

款 項 目

県 連 生 命 共 済

制度運営費収入

取 扱 手 数 料

労 働 保 険 手 数 料

そ の 他 手 数 料

繰 入 金

運営資金会計繰入金

合 計
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1 1,600,000 1,600,000 0

1 800,000 800,000 0

2 700,000 700,000 0 電算処理料､郵送料他

3 100,000 100,000 0

2 36,872,000 30,251,000 6,621,000

1 16,440,000 14,369,000 2,071,000

1 14,540,000 12,469,000 2,071,000 職員6名

2 1,900,000 1,900,000 0 労働保険事務人件費

2 4,488,000 3,121,000 1,367,000 調整・通勤費他

3 7,290,000 4,813,000 2,477,000 年2回

4 4,579,000 3,873,000 706,000 法定・一般福利厚生費

5 50,000 50,000 0

6 300,000 300,000 0 電話料､郵送料他

7 120,000 120,000 0 コピー代

8 10,000 10,000 0

9 50,000 50,000 0 会議参加費

10 400,000 400,000 0 2台維持費､保険料､燃料代他

11 2,500,000 2,500,000 0 消費税､法人税他

12 645,000 645,000 0 振込手数料他

3 1,450,000 3,797,000 △ 2,347,000

1 0 3,000,000 △ 3,000,000

2 1,450,000 797,000 653,000

4 323,000 287,000 36,000

1 323,000 287,000 36,000 パソコン他リース料

40,245,000 35,935,000 4,310,000

事 業 費

勘 定 科 目

労 働 保 険 俸 給

款 項 目
備 考前年度 予算 比較増減(△）本年度 予算

合 計

繰 出 金

会 議 費

事 務 諸 費

公 課 分 担 金

車 輌 維 持 費

運営資金会計繰出金

退職給与会計繰出金

リ ー ス 債 務
返 済 支 出

リース債務返済支出

諸 手 当

賞 与

消 耗 品 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

印 刷 費

福 利 厚 生 費

俸 給

労働保険事業推進費

支出の部

管 理 費

給 与

事 業 推 進 費

見 舞 金 等 給 付 金
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（単位＝円 以下同じ）

1 136,932,000 137,724,000 △ 792,000

1 136,932,000 137,724,000 △ 792,000 233事業所11,411口

2 6,846,600 6,886,000 △ 39,400

1 6,846,600 6,886,000 △ 39,400

3 140,000,000 140,000,000 0

1 140,000,000 140,000,000 0

4 10,000 1,000 9,000

1 10,000 1,000 9,000 預金利息他

5 250,000 1,989,000 △ 1,739,000

1 250,000 1,989,000 △ 1,739,000 令和７年度より

284,038,600 286,600,000 △ 2,561,400

1 250,000 250,000 0

1 250,000 250,000 0

2 140,000,000 140,000,000 0

1 140,000,000 140,000,000 0

3 6,626,600 8,426,000 △ 1,799,400

1 3,702,000 3,447,000 255,000 職員1名､パート1名

2 764,000 591,000 173,000 調整・通勤費他

3 861,000 1,001,000 △ 140,000 年2回

4 788,000 685,000 103,000 法定・一般福利厚生費

5 100,000 100,000 0 郵送料

6 50,000 50,000 0 パンフレット用紙代､封筒代他

7 30,000 30,000 0 コピー代

8 30,000 30,000 0 消費税

共 済 事 業
掛 金 収 入

共 済 事 業
事 務 費 収 入

勘 定 科 目

繰 越 金

合 計

企業年金契約
給 付 金 受 入

令和８年度 特定退職金共済事業特別会計収支予算書

勘 定 科 目
比較増減(△） 備 考

款 項 目

収入の部

本年度 予算 前年度 予算

前年度 予算

繰 越 金

支出の部

事 務 費 収 入

給 付 金 受 入

雑 収 入

雑 収 入

比較増減(△）本年度 予算 備 考
款 項 目

掛 金

公 課 分 担 金

事 業 費

管 理 費

退 職 金

共済事業給付金

印 刷 費

通 信 運 搬 費

消 耗 品 費

給 与

諸 手 当

福 利 厚 生 費

賞 与

事 業 推 進 費
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9 301,600 2,492,000 △ 2,190,400 振込手数料､掛金回収手数料他

4 136,932,000 137,724,000 △ 792,000

1 136,932,000 137,724,000 △ 792,000

5 230,000 200,000 30,000

1 230,000 200,000 30,000

284,038,600 286,600,000 △ 2,561,400

本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△） 備 考
款 項 目

合 計

事 務 諸 費

保 険 料 積 立 金

繰 出 金

退職給与会計繰出金

勘 定 科 目

積 立 金
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（単位＝円 以下同じ）

1 180,000 120,000 60,000

1 180,000 120,000 60,000 預金利息

2 11,600,000 29,500,000 △ 17,900,000

1 11,600,000 26,500,000 △ 14,900,000

2 0 3,000,000 △ 3,000,000

3 130,500,000 121,950,000 8,550,000

1 130,500,000 121,950,000 8,550,000 令和7年度より

142,280,000 151,570,000 △ 9,290,000

1 29,500,000 1,000,000 28,500,000

1 12,500,000 0 12,500,000

2 2,000,000 1,000,000 1,000,000

3 15,000,000 21,000,000 △ 6,000,000

2 112,780,000 129,570,000 △ 16,790,000

1 112,780,000 129,570,000 △ 16,790,000

142,280,000 130,570,000 11,710,000

雑 収 入

雑 収 入

繰 入 金

令和８年度 運営資金積立金特別会計収支予算書

収入の部

勘 定 科 目
本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△） 備 考

款 項 目

一 般 会 計 繰 入 金

備 考
款 項 目

共済事業会計繰入金

繰 越 金

繰 越 金

合 計

支出の部

勘 定 科 目
本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△）

合 計

繰 出 金

共 済 会 計 繰 出 金

退職給与会計繰出金

予 備 費

予 備 費

会館建設会計繰出金
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（単位＝円 以下同じ）

1 18,000 18,000 0

1 18,000 18,000 0 預金利息

2 7,221,000 5,580,000 1,641,000

1 3,264,000 3,293,000 △ 29,000

2 277,000 290,000 △ 13,000

3 1,450,000 797,000 653,000

4 230,000 200,000 30,000

5 2,000,000 1,000,000 1,000,000

3 19,300,000 14,706,000 4,594,000

1 19,300,000 14,706,000 4,594,000 令和7年度より

26,539,000 20,304,000 6,235,000

1 5,221,000 4,580,000 641,000

1 5,221,000 4,580,000 641,000 全国商工会議所共済会

2 21,318,000 15,724,000 5,594,000

1 21,318,000 15,724,000 5,594,000

26,539,000 20,304,000 6,235,000

支出の部

合 計

繰 越 金

一 般 会 計 繰 入 金

会館管理会計繰入金

特 定 退 職 金 共 済
事 業 会 計 繰 入 金

合 計

予 備 費

予 備 費

退職共済掛金

退 職 共 済 掛 金

備 考
款 項 目

比較増減(△）前年度 予算
勘 定 科 目

本年度 予算

繰 越 金

令和８年度 退職給与資金特別会計収支予算書

本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△） 備 考

収入の部

勘 定 科 目

款 項 目

繰 入 金

共済事業会計繰入金

雑 収 入

雑 収 入

運営資金会計繰入金
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（単位＝円 以下同じ）

1 50,000 50,000 0

1 50,000 50,000 0 預金利息

2 0 96,850,000 △ 96,850,000

1 0 96,850,000 △ 96,850,000

3 15,000,000 21,000,000 △ 6,000,000

1 15,000,000 21,000,000 △ 6,000,000

4 94,165,000 219,451,000 △ 125,286,000

1 94,165,000 219,451,000 △ 125,286,000 令和7年度より

109,215,000 337,351,000 △ 228,136,000

1 0 243,186,000 △ 243,186,000

1 0 243,125,000 △ 243,125,000

1 0 241,300,000 △ 241,300,000

2 0 1,825,000 △ 1,825,000

2 0 61,000 △ 61,000

1 109,215,000 94,165,000 15,050,000

1 109,215,000 94,165,000 15,050,000 令和9年度へ

109,215,000 337,351,000 △ 228,136,000

雑 収 入

雑 収 入

繰 入 金

運営資金会計繰入金

繰 越 金

交 付 金

市 補 助 金

令和８年度 会館建設資金特別会計収支予算書

収入の部

勘 定 科 目
本年度 予算 前年度 予算 比較増減(△） 備 考

款 項 目

合 計

支出の部

勘 定 科 目
本年度 予算

繰 越 金

繰 越 金

繰 越 金

合 計

公 課 分 担 金

備 考
款 項 目

管 理 費

事 務 費

建物解体工事費

前年度 予算 比較増減(△）

事 務 諸 費
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